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論文の内容の要旨 

 

 

論文題目 越境河川における環境影響評価枠組に関する考察 

 ‐ メコン川流域における越境環境影響評価枠組の確立に向けて 
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本論文では、複数の国家が共有する越境河川における水資源の円滑な管理を促進するために、

紛争解決と紛争防止メカニズムとしての越境環境影響評価（Transboundary Environmental Impact 

Assessment: TbEIA）の枠組の効果と制約について、事例研究から明らかにし、越境環境影響評価が有

効に機能するための要件を示している。その結果に基づいて、越境環境影響評価の枠組が確立されて

いない、東南アジア最大の越境河川であるメコン川流域において、越境環境影響評価の枠組形成に必

要な要件を示すことを研究目的としている。 

第 1 章では、水資源の稀少化が顕著になる中で、越境河川での水の確保をめぐる隣国との係争が深

刻化する可能性を示唆し、近年に発生した越境河川での係争について概観している。メコン川流域で

は、水資源開発が進み、越境環境影響評価の方法論が規定されていないことや不適切な手法による越

境環境影響評価が実施された結果、幾つかの事例では隣国との係争に発展している。メコン川流域で

流域国間の係争に発展した事例を、メコン川の地域的な管理枠組である「メコン川流域の持続可能な

開発のための協力協定」（1995 年発効）と関連づけて、管理枠組のどのような局面がこれらの係争にお

いて問題になったかについて述べている。その結果、実際の越境環境問題に直面した場合に、メコン
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川協定及びそれに付随する手続き規則のみによる問題解決に限界が判明した。 

第 2 章では、現在採用されている越境河川の水資源を適切に管理するための方法論を概観し、環境

影響評価及び越境環境影響評価が、歴史的にどのようにその重要性を増してきたかについて、資源管

理全般における越境環境影響評価枠組の歴史的発展及び現状を把握している。1991 年に採択され､

1997 年に発効した「越境の文脈における ECE 越境環境影響評価条約（通称:エスポー条約）」で規定さ

れている、越境環境影響評価の手続き過程とその環境影響評価文書に含む主な構成要素について論

じている。また、越境環境影響評価の一連の手続きの中での通知義務と事前協議義務の意義について

検証している。その結果、通知義務と事前協議義務の手続きの明確化をすることにより、関係国の積極

的な関与を促進し、環境への悪影響を未然に防止・軽減し、関係国との間で協調路線を生みだすこと

が可能である、ことが導かれた。 

第 3 章では、越境環境影響評価枠組が適用された事例として、「ダニューブ・デルタ事件」について

論じている。「ダニューブ・デルタ事件」とは、生態学的に非常に脆弱なダニューブ川のデルタ地域に、

ウクライナがビストロエ水路の開削を計画したことから、隣国であるルーマニアが環境への重大なる影響

への懸念を表明し、エスポー条約の遵守違反を申し立てた、越境環境問題の係争である。「ダニュー

ブ・デルタ事件」では、越境環境影響評価の枠組であるエスポー条約がどのような局面で機能したかに

ついて分析を行っている。事件の検証より、問題の複雑化と長期化は、プロジェクトの初期段階におい

て、ルーマニアとウクライナ双方がエスポー条約の越境環境影響評価に則った速やかな対応を怠った

ために条約の審査手続きに遅延が生じたこと、が判明した。さらに、ルーマニアが他の多国間環境条約

事務局に対応を要請したことにより、複数条約間の調整の必要性が生じ、事態の解決に時間を要したこ

とも 1 つの要因として挙げられている。また、初期段階におけるエスポー事務局の関与が、消極的であ

ったこと、国の窓口としてフォーカルポイントが明確でないことが、原因として挙げられている。 

この事例より、エスポー条約という越境環境影響評価枠組が存在していても、適切な通知と事前協議

が実施されないことにより、問題解決が遅延することが示唆された。従来、国際法学における条約の履

行の観点から、問題処理の過程において、他の多国間環境条約の存在による相互補完的な作用が問

題処理を支え、異なるアプローチがとられたことにより問題処理を促してきたことが強調されてきた。本研

究では、エスポー条約の交渉過程に焦点をあてることにより、関係国への適切な通知と事前協議を行う

ことにより、エスポー条約の越境環境影響評価の手続きが円滑に遂行されることを示した。また、エスポ

ー条約に則った通知と事前協議を円滑に遂行するためには、各国のフォーカルポイントを明確にし、国

内の関係部局と連携を図り、早い段階で国内外共に問題認識と情報共有をすることが重要であることが

判明した。 

第 4 章では、「ウルグアイ川・パルプ工場事件」について論じている。「ウルグアイ川・パルプ工場事
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件」は、南米のウルグアイ川河岸においてウルグアイが計画・建設した製紙工場に関して、環境への影

響を懸念したアルゼンチンが、ウルグアイ側に抗議した事件である。両国間で締約している「ウルグアイ

川条約」の枠組での解決を目指したが、両国の合意には至らず、2006 年 5 月に国際司法裁判所へ条

約の不遵守申し立てに発展した。2010 年 4 月、国際司法裁判所は、ウルグアイ川条約が規定している

手続き義務にウルグアイが違反したとの判決を下した。「ウルグアイ川・パルプ工場事件」の国際司法裁

判所の判決文及びそれに付随している裁判官の反対意見を参照し、越境環境影響評価の枠組を効果

的に構築するのに有用な視点を抽出している。その結果、通知を要するプロジェクトの範囲、通知のタ

イミング等の通知義務に関する手続き、情報の質と量の一貫性、これらの手続き過程に携わる河川委員

会の機能の点において、流域国が実際に越境環境問題に直面した際に、「ウルグアイ川条約」に定めら

れている条項に記載されている内容が流域国間での理解の相違を生みだしていることが判明した。特

に、「ウルグアイ川・パルプ工場事件」では、通知義務が適切に履行されなかったことにより、関係国の

関係が悪化したことが問題の発端であることからも、通知の重要さに加えて、それに続く協議が円滑に

進められることを担保し得る枠組の必要性が確認された。越境環境問題では、「通知」に始まる一連の

手続きのプロセスへの関係国の積極的関与が、その後の情報の透明性を確立し関係国間の信頼性の

構築に繋がり、係争を避けられる可能性が示唆されている。 

さらに、この「ウルグアイ川・パルプ工場事件」の最終判決における実体的義務違反に関する法廷の

見解の中で、越境河川の開発プロジェクトでは、プロジェクト開始前に越境環境影響評価が実施される

べきであり、越境環境影響評価の内容や継続的なモニタリングの必要性についても言及された。国際

司法裁判所の見解は、今後越境河川でプロジェクトが実施される際には、越境環境影響評価の実施が

慣習化されることが期待されることとなった、大きな転換点となった。 

第5章では、第4章で解析した「ウルグアイ川・パルプ工場事件」の事例を通して「ウルグアイ川条約」

の制約及びその分析から得られた有効な越境環境影響評価の枠組の要件を念頭に、越境環境問題を

扱う上での「メコン川協定」の制約を検討し、メコン川流域の越境環境影響評価の枠組の要件を示して

いる。「メコン川協定」が内包する最大の制約は、協定で規定されている通知するプロジェクトの対象範

囲である。本流や支流での流域外送水や流域内の水利用に関してとるべき義務が限られていることで

ある。これにより、通知義務及び事前協議義務に関する越境環境影響評価を実施する手続きの有効性

が限られる結果となっている。 

メコン川流域において構築されるべき越境環境影響評価枠組には、要件として、1)メコン川協定で規

定されている通知するプロジェクトの範囲の制約を補完するために、越境環境影響評価の枠組には、越

境環境への影響があると結論づけられるすべての行為を対象にすることが可能な条項を規定する必要

性、2)越境環境影響評価の手続き過程で重要である、通知義務や事前協議義務の規定に関して、実
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際に機能しうる手続きを規定とする必要性、3)関係国の手続き実施を支援するメコン川委員会の役割の

明確化と能力強化、4)紛争解決機能の設定、5)手続き過程での公衆参加のメカニズムを組み込むこと、

が明らかになった。これらの要件の実現のために具体的な施策が呈示されている。 

最後に、本研究を通して得られた知見に基づき、メコン川流域における越境環境影響評価の枠組構

築に向けて、提言を行っている。メコン川委員会主導で、越境環境影響評価の枠組がガイドラインとして

策定されつつあるが、流域国の政治的な思惑から越境環境影響評価の枠組への合意は未だ実現して

いない。メコン川における越境環境影響評価枠組は、計画国による被影響国に対する「計画の内容を

通知」と「越境環境影響評価の実施の手続き」の 2 つの要素を含む方向で検討されているが、「計画の

内容を通知」部分の「通知」及び「事前協議」の部分のみだけでも実行を確保することにより情報の透明

性が実現し、継続的・積極的な流域国の対話を促すことが可能である。 

第 6 章では、結論として、本研究が目的としたメコン川流域における越境環境影響評価の枠組構築

の意義について述べている。 

 

 

 


